
特許実施報告提出義務について 

 

【現状】（2025年10月17日更新） 

昨年改正されました特許法は特許の実施報告を義務づけております（20条A)　が、その具体的な報

告時期、報告対象特許の特定、報告内容等については、明らかにされていません。特許局は実施

報告に関する施行規則はまだ準備中であるとしています。 

そもそもこの改正法はその施行日以降に出願されたものに対して適用されるとも規定されています（

169条）ので、実施報告義務も改正法施行以降に出願されたものに適用されると理解されます。 

しかしながら、実施報告の提出時期が今年末であるとか、実施報告の対象となる特許の登録時期が

2022年12月31日以前であるとか、具体的な情報が流布されているようです。これらの情報は特許局
の知るところではなく、公式な発表に基づくものではないようです。一部代理人が騒ぎ立て、特許局

に質問を寄せる中で、一部の職員が個人的に対応した結果が一人歩きしているように見受けられま

す。 

妙なことに、特許局の電子出願サイトには、実施報告の用紙やそれを提出するためのメニューも用

意されているのですが、特許局は特許権者がこれを使用しなくても遅延金等のリスクは一切ないこと

を確認しています。 

実施報告に関する施行規則の施行時期や内容については、情報が入り次第皆様と共有していきま

す。 

 

【情報が独り歩きしている理由】（2025年10月18日更新） 

当然のことながら、改正特許法に関する実施細則は知的財産総局が公に告知するものであり、特許

法を利用する我々は、その告知を受けて行動します。その告知がない状態では、新たな行動を起こ

す必要はありません。 

インドネシア知的財産総局は新しい法規に関する告知が徹底しないこともあるのですが、実施報告

に関する規則は、2025年10月17日時点で準備中であることを確認しています。 

それにもかかわらず、一部の代理人らによって、実施報告に関する独自の情報が流布されているの

は、次のような原因が考えられます。 

第一の可能性として、インドネシアの実情に疎い外国人の不安に乗じたマーケッティング戦略と捉え

られるのではないでしょうか。 

第二の可能性として、改正法の経過規定、適用時期の理解の違いが考えられます。 

改正法20条Ａには「特許権者は、インドネシアにおける特許の実施に関する声明を作成し、毎年末ま

でに大臣に報告しなければならない。」と規定されていますが、この「毎年末」が2025年から始まると

解釈した人がいたのかもしれません。 

第三に、知的財産総局内の情報共有の問題が考えられます。知的財産総局内で法律や運用の解

釈が担当官によってバラバラであるというのはよくあることです。ユーザーから問い合わせを受けた

https://www.hakindah.co.id/pdf/Surat%20Pernyataan%20Pelaksanaan%20Paten%20Indonesia.pdf


職員が、自分の見解を述べただけなのに、それが公式情報であるかのように流されたかもしれませ

ん。 

 

【既に用紙やメニューが用意されている理由】（2025年10月24日更新） 

特許局は施行規則が準備中であると言っているのに、実施報告の用紙が既に用意され、またウェブ

サイトにも提出のためのメニューが用意されているのは何故なのでしょうか？　このような具体的な

措置がされているのだから、すでに実施報告の運用が開始されているとユーザーが考えるのは自然

であり、それ故混乱しているのだと思います。 

実施報告のために施行規則ができていないのに、何故用紙やメニューが先にできているのか？これ

はあくまでも私の推論でありますが、その理由を説明するにはインドネシアの文化的風土について

触れなければなりません。 

(1)​時限に対する意識    

インドネシアの人達は法律が変わった時に、その運用がいつから始まるのかあまり頓着しな

いです。法律が変わったことが周知されないこともしばしばあり、気が付いたら法律が変わっ

ていた、ということがよくあります。 

改正特許法の施行時期も、あまり意識されないまま、第20条Aに「年末まで」と規定されてい

るので、それが過去分も含めて直ちに運用されるという思い込みに近い解釈をする人がいる

可能性は十分あります。　　 

(2)​指揮系統に対する意識 

そして、そのような解釈をした人が特許局に問い合わせをする時、その人に引きずられて職

員が勝手に用紙を作ってしまうということもあり得ます。 

読者諸氏の中には、インドネシアの代理人に出願を依頼している時に、それが審査請求であ

れ、拒絶理由通知に対する応答であれ、顧客の意向を確認せず、勝手に代理人に動かれた

経験を持つ方もおられるのではないでしょうか。誰の指示で動くべきか忘れて、目の前の要

請に直ちに反応してしまうというのもインドネシアの人達の癖と言えます。 

実施報告に関する施行規則ができていない以上、用紙が先に出るというのはあり得ないの

ですが、代理人から強く求められて、つい言うことを聞いてしまう職員がいたとしても不思議

ではありません。 

 

なお、インドネシアの文化的風土についてもっとお知りになりたい方は、Facebookグループ「インドネ

シアの-フツー」をご笑覧下さい。 

 

【実施報告義務付けの背景】（2025年10月27日更新） 

https://www.facebook.com/groups/422073061157729/
https://www.facebook.com/groups/422073061157729/


そもそも実施報告義務は何のために規定されたのか？実施報告をさせる目的は何なのか？これ

が理解できれば問題の本質により近づくことができます。そしてそれを理解された読者諸氏はこの問

題がさほど恐れるに足りないことであることを得心されることでしょう。 

 ［政府による医薬品特許の実施］ 

インドネシア特許法第109条第1項には「国防および安全保障又は公共の利益のための緊急の必

要性を考慮し、特許を実施することができる。」との規定があります。これと同様の規定は改正前の

古い特許法にも存在しました。そしてこの規定を根拠に、2004年大統領令第83号、2007年大統領令

第6号、2012年9月3日大統領令第76号が施行され、抗ウイルス薬および抗レトロウイルス薬の特許

を政府が実施することが可能となりました。その目的はエイズやB型肝炎の患者の治療です。 

2012年大統領令第76号によって政府が実施するとされた特許は以下の通りです： 

表１　2012年大統領令第76号による実施の対象となった特許 

No. 有効成分 特許権者 特許番号 特許有効期限 

1 Efavirenz Merck & Co., INC. ID0005812 7 Aug 2013 

2 Abacavir Glaxo Group Ltd. ID0011367 14 May 2018 

3 Didanosin Bristol-Meyers Squibb Co. ID0010163 6 Aug 2018 

4 Lopinavir, Ritonavir Abbot Laboratories IDP0023461 23 Aug 2018 

5 Tenofovir Gilead Science, Inc. ID00076538 23 Jul 2018 

6 Tenofovir, Emtrisitabin, 

Evafirenz 

Gilead Science, Inc. IDP0029476 3 Nov 2024 

  

　保険大臣がこれらの特許の実施者としての指定したのは国営企業のキミア・ファルマでした。実施

者は特許権者に対して正味販売価格の0.5％の実施料を支払うとされましたが、特許権者自ら望ん

でいない実施権の設定に、特許権者らが反発したのは想像に難くありません。 

表１に見られるように、これらの医薬の特許権者は先進国の製薬会社です。これらの欧米系製薬

会社を顧客とする弁理士、弁護士らを中心に、インドネシア政府のこれらの一連の動きは世界中の

知財専門家が注目するところとなり、多くの報告書が発表されていきました。その時に使用された言



葉が「強制実施権(Compulsory License) 」だったのです。「インドネシア政府が強制実施権を設定した」

という表現を使ったニュースがネットを通して世界中に拡散されていきました。 

［大きな勘違い］ 

ところで、強制実施権に関する規定は、特許法第82条第1項にあり、特許付与後36ヶ月以内に実

施されない特許は強制実施権が設定できることを規定しています。 

一方、2004年以来インドネシア政府がキミア・ファルマ等に外国製薬会社の特許を実施させてきた

のは、第109条第1項に規定された緊急時に対応するための政府による実施規定を根拠としていまし

た。こちらの方は時効がありません。特許付与後の年数や実施状況に関わらず、実施が決められて

しまいます。 

知財専門家らが「強制実施権」という言葉でこのことを表現してしまったため、関係者らは上の表

に掲げたような特許の実施権がキミア・ファルマに与えられたのは「特許が36ヶ月以内に実施されて

いなかったら設定される強制実施権」の規定（第82条第1項）によるのだと考えました。 

ここから医薬品業界の熱心なロビイ活動が始まります。その目的は強制実施権の設定を回避す

ることです。その努力は「36ヶ月」という期限を延長することや、「実施」の定義を拡張することでした。

インドネシア知財界の重鎮である弁護士を使い、政府に対するロビイ活動が積み重ねられていくこと

になったのです。 

　このような医薬品業界によりロビイ活動の成果には次のような「改革」が含まれます。 

①2018年7月発効された特許実施義務に関する施行規則により、特許付与から36か月以内に実施
義務を果たすことができない場合、延長申請が可能になりました。 
 
②2020年11月2日施行のオムニバス法により、特許の実施に「輸入」と「実施許諾」が含まれました。 

　以上のような「改正」は、強制実施権の設定を少しでも避けたり、遅らせたりするために、ロビイスト

達が政府に働きかけた成果だったのです。ロビイストらの要求に応じて、実施の要件を甘くしてあげ

る代わりに、実施の実態を明らかにせよと政府が求めても不思議ではありません。インドネシア政府

も何もかもロビイストらの言うことを聞くだけでは面白くないでしょう。この度2024年の特許法改正で、

特許実施報告が義務付けられたのは、そのような理由だったのであろうと私は類推しています。 

　なお、2025年2月に特許局主催で開催された改正特許法説明会で、このロビイストに会って、私が

このような推論をしていることを伝えましたが、ロビイストはにっこり笑ったままで否定しませんでし

た。 

［強制実施権設定の頻度］ 

　以上ご説明しましたように、特許の実施報告義務は、強制実施権の設定を避けたい医薬品業界の

ロビイストによる実施要件の緩和要求に対抗して求められるようになったと考えられますが、そもそ

もインドネシアにおいて、強制実施権の設定は頻繁に行われているのでしょうか。私共が特許局に

問い合わせたところでは、これまで強制実施権の申請も設定もないとのことです。 

［政府による実施のリスクは回避できない］ 



　その後新型コロナウィルス流行に対処するため、2021年に新たに表２、表３の特許の実施を定める

大統領令が発効しました。これらの実施は特許法第82条第1項に定める「強制実施権」ではなく、特

許法第109条第1項に規定される「政府による実施」ですので、特定の期間に実施していたかどうか

は設定条件ではありません。つまり、「政府による実施」である以上、特許権者が特許を実施してい

るか否かに関わらず、実施されてしまうということです。 

表２　2021年大統領令第100号による実施の対象となった特許 

No. 有効成分 特許権者 特許番号 特許有効期

限 

1 Remdesivir Gilead Sciences, Inc IDP000070932 29 Oct 2035 

2 Remdesivir Gilead Sciences, Inc IDP000066850 6 Nov 2034 

3 Remdesivir Gilead Sciences, Inc IDP000034534 22 Apr 2029 

 表３　2021年大統領令第101号による実施の対象となった特許 

No. 有効成分 特許権者 特許番号 特許有効期限 

1 Favipiravirr Fujifilm Toyama Chemical Co., Ltd  IDP0032152 25 Sep 2028 

2 Favipiravirr Fujifilm Toyama Chemical Co., Ltd  IDP000045023 29 Sep 2031 

3 Favipiravirr Fujifilm Toyama Chemical Co., Ltd  IDP000040569 29 Sep 2031 

4 Favipiravirr Fujifilm Toyama Chemical Co., Ltd  IDP000046140 12 Mar 2030 

 

　以上見てきたように、「政府による実施」は特許の実施がされているか否かに関わらず、依然として

行われるリスクがあります。製薬会社らの努力は、掛け違えたボタンを一所懸命外すために払われ

てきたようです。強制実施権の設定を回避するための彼らのロビイ活動は、様々な改正を実現して

きましたが、一連の改正は、いつ設定されるかわからない強制実施権を回避するためのものであっ

て、その設定実績は2025年時点でゼロ件とのことです。 



　 

［不実施のリスク］ 

　「強制実施権」以外に考えられる不実施によるリスクとして心配されているのは、特許が取消されて

しまうことでしょう。特許法第20条には、「特許権者は、インドネシアにおいて特許を受けた製品の製

造するか特許を受けた方法の使用を行わなければならない。」と規定されています。この規定には

期限やそれに従わなかった場合の罰則も規定されていませんので、不実施が直ちに特許の取消に

は繋がらないと思われます。 

　また、パリ条約は、第5条A第2項、第3項にて、不実施による特許の取消を禁じており、もしインドネ

シアが実施されていない特許を取消すならば、条約に違反することとなります。 

　そもそも特許法第20条の規定は、特許の実施が、技術移転、投資促進、雇用創出に資することを

期待しています。そのため、特許が実施されない場合には、強制実施権が設定され得ることを定め

ているのです。不実施によるリスクは、特許の取消よりも強制実施権の設定にあると考えるべきで

しょう。そしてその強制実施権でさえ、これまで設定された実例はないようです。 

　繰り返しになりますが、政府による実施は、特許権者による実施の有無やそのタイミングに関わら

ず、常に設定される可能性があります。 

 

［まとめ］ 

　実施報告が義務付けられるようになった背景をご説明してきました。まとめますと、 

（１）インドネシアには強制実施権的なものが２種類あり、ひとつは特許法第109条第1項に定める「政

府による実施」ともうひとつは特許法第82条第1項に定める「強制実施権」です。「政府による実施」に

は、時効がなく、いつでも設定できる一方、「強制実施権」は、特許付与から３６ヶ月以内に特許が実

施されなかった場合に設定されます。 

（２）深刻な疾病の流行に対応するため、２００４年から複数回「政府による実施」が設定されました。

それに反発した製薬会社は、それを「強制実施権」であると見て、その設定を緩和するための規則の

改正を政府に働きかけてきました。実施報告の義務付けは、強制実施権の設定緩和への対抗措置

として行われたと推測されます。 

（３）特許法第109条第1項の「政府による実施」の実績は複数件あるのに対して、第82条第1項の「強

制実施権」が設定された実績はないようです。 

（４）特許法は、特許実施の義務を規定していますが、罰則規定が存在しません。不実施によるリス

クは、「強制実施権」の設定以外に考えにくいです。 

【今後どうなっていくのか】　（2025年10月28日） 

　実施報告書の具体的な運用については、実施規則の発効を待つしかないのですが、想像できる点

をいくつか指摘しておきます。 



　実施報告書提出のタイミングは、年金の支払い時期に合わせるのではないかと思われます。暦の

上での年末に提出が集中すると、システムの負担が増える可能性があるからです。現在実施報告

書提出のメニューは年金支払いの所に設けられています。 

　実施報告書のチェックは誰もしないのではないかと予想します。それをチェックする必要が生じるの

は第三者が強制実施権を申請した時です。その必要性が生じるまでは、誰もチェックしないのが合

理的でしょう。 

　逆に特許局が実施されていない特許を積極的に探し出して公表し、国内企業に強制実施権の設

定を促すということも考えられなくはないですが、出願の電子化で明細書のサーチも可能になってい

る現在、出願人側には十分機会が与えられています。しかも、これまで強制実施権設定を申請の実

績がないのに、何万件とある特許をひとつひとつチェックするような過剰サービスを提供するほどの

余裕は特許局にはないでしょう。 

　そもそも政府の関心事は強制実施権よりも政府による実施です。政府の目当ての特許がある場

合、それが実施されていてもいなくても、インドネシア政府は特許法第109条第1項を適用して「政府

による実施」をすることができるので、その特許の実施状況に政府が関心を払うことはないでしょう。 
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